





















































































































（ 2）　団藤重光編『注釈刑法（ 6）各則（ 4）』（1966年）113頁〔藤木英雄〕、山口厚
『新判例から見た刑法』（第 3版、2015年）219頁。
（ 3）　たとえば、高橋則夫『刑法各論』（第 3版、2018年）287頁。
（ 4）　事後強盗罪について大判昭和 8年 7月18日刑集12巻1344頁、強盗罪について最
































集56巻 2 号86頁では、窃盗後 3 時間経過した後の暴行・脅迫について事
（ 5）　大塚仁『刑法概説（各論）』（第 3版増補版、2005年）222頁。
（ 6）　前田・前掲注（ 1）203頁。
（ 7）　東京高判昭和61年 4 月17日高刑集31巻 1 号30頁、浦和地判平成 2年12月20日判
時1377号145頁、大分地判平成25年 1 月18日LEX/DB25445388など。
（ 8）　団藤編・前掲注（ 2）113頁〔藤木〕。


































































































































































































































































































































































































































（46）　佐伯・前掲注（37） 6 ─ 9 頁、橋爪隆「事後強盗罪について」法学教室431号
（2016年）74頁。






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（124）　最判昭和24年 2 月 8日刑集 3巻 2号75頁。


























（125）　札幌地判平成31年 1 月31日裁判所ウェブサイト、前橋地判平成28年12月 9 日判
例秘書 L07151176、水戸地判平成27年 6 月10日 LEX/DB25541089、神戸地判平成27
年 6 月 3 日裁判所ウェブサイト、福島地郡山支判平成21年12月18日判例秘書
L06450905、高松高判平成16年 6 月17日高刑速（平16）号275頁、岡山地判平成15
年 2 月 5 日裁判所ウェブサイト、神戸地判平成14年11月18日裁判所ウェブサイト、
大阪地判平成27年 5 月21日 LEX/DB25540669（但し、車上あらしの事案）。
（126）　京都地判平成22年 3 月26日判例秘書 L06550208、千葉地判平成21年 9 月18日裁





























































































































































































































































































































最決平成14年 2 月14日刑集56巻 2 号86頁
（146）
である。同決定は、窃盗の後、現









論叢66巻 2 号（1959年）96頁以下、下村康正「判批」警察研究58巻 7 号（1987年）
52頁以下。










































（149）　これに対し、福岡高判平成24年10月 4 日 LEX/DB25483398は、逮捕行為など
の追及行為に及んでいない通行人を相手方とした暴行・脅迫について（も）、事後














































































































































































































































































































































（171）　最決昭和33年10月31日刑集12巻14号3421頁、最決昭和34年 3 月23日刑集13巻 3
号391頁。これに対し、事後強盗罪を否定したものとして、京都地判昭和51年10月
15日刑月 9 ＝10号431頁。
（172）　最決昭和34年 6 月12日刑集13巻 6 号960頁、広島高判昭和47年 3 月31日判時679
号99頁など。





































































































































































































124　　早法 95 巻 1 号（2019）
害犯としての不法内容を見出すことができるとした。
　事後強盗罪も、同様の構造を有する犯罪として理解できる。事後強盗罪
の暴行・脅迫も、その相手方の追及を身体的・心理的に不可能にし、又
は、困難にするものである。この暴行・脅迫は、その相手方の身体・意思
を制約し、追及行為を行い、又は（及び）、これを継続するか否かの意思
決定・行動決定が行いえない状態を惹起する手段として
（185）
規定されているの
である
（186）
。
　強盗罪及び事後強盗罪は、ともに自由侵害犯として理解することがで
き、また、適切であると考える。
本稿は、科学研究費助成事業（若手研究）の成果の一部である（課題番号：
18K12666）
（185）　前掲・東京高判昭和61年 4 月17日参照。防御的動作は、事後強盗罪にいう暴行
を構成しないとする。また、学説でも、同様に単なる防御的な動作や追及排除行為
は、事後強盗罪を構成しないことが指摘される（たとえば、木村光江『刑法』（第
4版、2018年）274頁）。このような行為は、たとえ人身に危険を及ぼしていても、
追及者の意思・行動の制約に向けられておらず、自由侵害を惹起するものではない
から、事後強盗罪を構成しないと理解すべきだろう。
（186）　もっとも、実際に意思決定・行動決定を行いえない状態（反抗抑圧状態）の惹
起は不要である。事後強盗罪は暴行・脅迫の目的として反抗抑圧状況の惹起を規定
していると理解できる。いわゆる「切り詰められた結果犯」である。
